
 

 

 

 

 

都市計画マスタープランの

実現に向けて、行政、市民、

企業それぞれの役割分担を

確認し、計画の進捗管理の

あり方を定めます。 

■第三章  実現に向けて  
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１．市民・企業・行政の協働によるまちづくりの実践 

都市計画マスタープランの策定にあたっては、市民のみなさんによって構成された

“まちづくり協議会” において市民の意見を反映して進めてきました。 

都市計画マスタープランの実現のためには、行政による総合的な施策の展開を進め

ていく一方で、市民とともに身近な地区をどのようなまちにし、どのように整備して

いくか、といった具体的な検討も重要な要素です。都市計画マスタープランの策定に

おいて大切にされた「協働」の姿勢は、その実現化においても大切なことです。 

 

（１）地区まちづくりの推進 

こうした「協働」によるまちづくりの実現のためには、事業や施策を進める行政の

役割だけではなく、市民の主体的な取り組みや企業の理解と協力も重要です。そのた

め、これら３者が目標を共有化し、それぞれの役割を分担して進めていくことが必要

となります。   

【市民の役割】 
市民の一人一人がまちづくりに関心を持ち、まちのあり方やまちづくりの方法につ

いての知識を身につけ、地区レベルでの積極的なまちづくりの取り組みや展開を図る

ことが必要です。 

【企業の役割】 

都市計画マスタープランや地区まちづくりの推進を理解し、それらに基づく計画や

事業への協力が必要です。 

【行政の役割】 

都市計画マスタープランの進行管理及び見直し、市民による地区街づくりへの支援、

企業への協力要請等を行い、都市計画マスタープランや地区まちづくり計画に基づく

都市計画の決定及び事業の推進を図ります。 
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（２）地区のテーマに応じた取り組みの推進 

地区まちづくりは、地区の実状や事業の種別によって様々な取り組み方が考えられ

ます。具体的には次のようなテーマやプロジェクトが考えられ、それぞれに合った活

動の展開方法があります。 

 
  ■ 地域拠点の形成を図る各駅の周辺地区 
  ■ 幹線道路沿道の土地利用を検討していく地区 
  ■ 道路の整備を進める必要のある地区  
  ■ 良好な住宅地形成を図る地区 
  ■ 良好な住環境や街並み景観の保全・形成を図る地区  
  ■ 用途の整序や純化を図っていく地区  
  ■ 新たな土地利用を検討していく地区  
  ■ 大規模開発等に際し、周辺環境との調和に配慮した開発を検討

していく地区 
  ■ その他市民発意によるまちづくりに取り組む地区  

 
 
 
 
 
 
 
 

行政による市民への PR、意識の啓発 

  ■ 地域拠点の形成を図る各駅の周辺地区 
  ■ 幹線道路沿道の土地利用を検討していく地区 
  ■ 道路の整備を進める必要のある地区  
  ■ 良好な住宅地形成を図る地区 
  ■ 良好な住環境や街並み景観の保全・形成を図る地区  
  ■ 用途の整序や純化を図っていく地区  
  ■ 新たな土地利用を検討していく地区  
  ■ 大規模開発等に際し、周辺環境との調和に配慮した開発を検討

していく地区 
  ■ その他市民発意によるまちづくりに取り組む地区  
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２．地区まちづくりの推進体制の検討 

都市計画マスタープランの実現に向けて市民とともにまちづくりを進めるため、次

のような行政の地区まちづくり推進体制を検討していきます。 

 
（１） 市民への広報活動とまちづくり組織の育成 

これまでの都市計画マスタープラン策定における市民活動の経験を皆で共有し、

市民のまちづくりに対する関心と理解をより一層深め、次の活動につなげるよう、

広報活動を通じてまちづくり活動の紹介や市民まちづくり組織の育成を進めていき

ます。 

 
（２） まちづくり活動の支援制度の検討 

市民が主体的に取り組むまちづくり活動に対しては、職員・コンサルタントの派

遣、資料の提供等の支援体制を検討していきます。  

また、都市計画マスタープランに基づく個々の事業や地区のまちづくり、都市計

画マスタープランの見直しなどの機会において、市民の意見を反映させていく仕組

みを検討していきます。 

例えば、市民の声がまちづくりに反映できる受け皿づくりなどのまちづくりの仕

組みを制度化する「まちづくり条例＊」の制定等があります。（（仮称）まちづくり

条例の制定に向けて検討中） 
＊ ここで言うまちづくり条例とは、地方自治法に基づき川越市が独自に定めるも
のです。これは都市計画マスタープランの実現に向けて、その計画に合わせて
地域の特性に応じたまちづくりを進めていく際に、市民の意見が反映できる場
づくりや計画づくりに参画できる仕組み作り、まちづくり活動に対する支援等
まちづくりに対するシステム等を制度化したものです。  

 
（３） まちづくり推進組織の充実 

都市計画マスタープランの進行管理及び市民が主体的に取り組むまちづくり活動

の窓口的役割を担う行政内部の部門の設置、市民の意見を聞くサロンの設置等も検

討していきます。  
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３．都市計画マスタープランの活用と進行管理 

 
（１） 都市計画マスタープランに基づく都市計画の決定 

都市計画マスタープランは、都市計画の基本的な方針を定めたものです。したが

って、この都市計画マスタープランに示す方針に基づいて、個々の事業や施策を検

討し、必要に応じて都市計画の決定を行うとともに、行政内部の関係各課による連

携体制の下に総合的、効果的なまちづくりを進めます。 

 
（２） 広域的な連携と調整 

県南西部地域の拠点都市としての役割を認識し、国、県、周辺市町及び関係機関

との広域的な連携と調整のもとに、都市計画マスタープランに基づく施策を進めま

す。 

 
（３） 都市計画マスタープランの進行管理 

 ① 計画的な財政運営 

都市計画マスタープランの実現には多くの財源が必要ですが、今日の財政状況は

必ずしも楽観できる状況ではありません。 

そのため限られた財源と人的資源を有効かつ効果的に投資していくために、個々

の事業や施策の必要性、緊急性、事業化への熟度、投資に対する効果の度合い等の

観点から優先順位を慎重に検討して、まちづくりを進めていきます。 

② 都市計画マスタープランの進行管理による効果的なまちづくりの推進と情報開

示 

都市計画マスタープランに基づく事業や施策の進捗状況等の情報を各担当課から

一元的に集約し把握することによって、効果的なまちづくりを進めていきます。  

また、可能な限り進捗状況等の情報開示に努め、市民に分かりやすい進行管理を

進めていきます。 

 ③ 行政内部の進行管理に関する組織づくり 

都市計画マスタープランの進行管理によって効果的なまちづくりを進ていくため

に行政内部に関係各課で構成する検討組織の設置を進めていきます。 

 
（４） 都市計画マスタープランの見直し 

都市計画マスタープランは、計画が中長期にわたることから、社会経済の変化や

地域の実情などを踏まえ、市民参加のもとに必要に応じて見直していきます。 
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■ 資料編  

 ● 用語集 

● 策定の経過（当初） 

● 策定関係者名簿（当初） 

● 改定の経過 
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◆ ◆ 用 語 集 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆  

▼あ行 

○アイドリング 

自動車が停止している状態でのエンジンの空

転。 

○アメニティ（資源） 

一般には、心地よさ、快適さを指す。生活する

場所が、安全、健康的、便利、快適な状況をい

う。生活の質的豊かさにとってかけがえのない

価値を有するものである。 

○雨水貯留浸透施設 

局所的大雨等による下水道施設及び河川への

負荷軽減を図るため、敷地内に降った雨水を一

時貯留させる貯留施設と雨水を地下に浸透さ

せる浸透施設により、雨水の流出を抑制する施

設のこと。川越市では市内在住者（一般個人住

宅）を対象に雨水浸透桝、雨水小型貯留槽の設

置に対して費用の一部補助を行っている。 

○ＬＲＴ （ライト・レール・トランジット

＝Light Rail Transit） 

路面電車と都市高速鉄道の中間に位置する軌

道システムであり、システムを称してＬＲＴと

いう。このシステムは、建設費が安く地上、高

架、地下のどこでも走行が可能であり、地区の

特性に応じて走行路を選択でき、道路交通の円

滑化や地域活性化に貢献できる。また、超低床

車両が導入でき、高齢者や身障者の利用増進に

つながる。 

 

▼か行 

○合併処理浄化槽 

し尿と生活雑排水を合わせて処理する浄化槽

のこと。 

○旧暫定逆線引き地区 

市街化区域内にあって、当分の間計画的な市街

地整備の見通しが明確になっていない区域で、

面的な整備の見通しが立つまでの間、暫定的に

市街化調整区域に編入している区域をいう。 

○高齢社会 

国連の「人口の高齢化とその経済社会的定義」

（昭和 31 年） において、総人口のうち老年

人口（65 歳以上） 比率が14％以上20％未満

の社会。 

○高齢者人口比率 

人口に占める65 才以上の高齢者の比率。 

○交通安全施設 

歩道、カーブミラーや街路灯などの交通安全上

必要な施設。 

○跨線橋 

鉄道路線の上をまたがって設けた橋のこと。 

 

▼さ行 

○産業の空洞化 

国際競争力の優劣を背景に生産拠点の海外立

地が進展し、また製品の国内供給が輸入依存型

に転換することにより、基幹産業として製造業

が衰弱化すること。 

○市街化区域、市街化調整区域 

都市計画法により、都市計画区域を市街化区域

と市街化調整区域に区域区分している。 

市街化区域は、既に市街地を形成している区域

と概ね10年以内に優先的かつ計画的に市街化

を図る区域であり、都市の発展動向等を勘案し

て市街地として積極的に整備する区域である。 

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域で

あり、農林漁業用の建築物等や一定の要件等を

備えた開発行為以外は許可されない。川越市で

は、市域約 10,916ha のうち、市街化区域が

3,218ha（約29％）、市街化調整区域が7,698ha

（約71％） となっている。 
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 ○シャトルバス 

近距離往復バス。川越市では公共交通不便地域

の解消や主な公共施設への交通手段の充実を

目的として、平成８年より「川越シャトル（市

内循環バス）」を運行している。 

○人口集中地区 

人口密度が１k㎡あたり約4,000人以上の地区

が集合し、合計人口が5,000人以上の地区をい

う。 

○新交通システム 

道路交通の混在、騒音、振動等の交通公害の増

大やバスの運行効率の低下、採算性の悪化に対

し、既存の交通手段を持つ有効性を運用面や制

度面の改革により改良発展させたシステム、あ

るいは既存交通手段にない新しい特性・機能を

付与した交通システム。 

○スプロール化 

市街地が無計画に郊外に拡大し、虫食い状の無

秩序な市街地を形成すること。 

○生産緑地 

都市計画法に基づく地域地区の１つであり、市

街化区域において宅地化をせず公害又は災害

の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等

良好な生活環境の観点から保全するものとし

て、500㎡以上の区域を市が指定している。 

指定後は、農地等として管理することが義務付

けられ、農地等以外の利用に行為制限がかけら

れる。また、税制上の措置としては、農地とし

ての課税となる。 

川越市では、平成4年11月に初めて生産緑地

の都市計画を決定している。 

 

▼た行 

○多自然川づくり 

河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮

らしや歴史・文化との調和に配慮し、河川本来

の有している生物の生息、生息･繁殖環境及び

多様な河川景観を保全・創出する河川管理のこ

と。 

○地域地区 

都市計画法に基づき都市計画区域内の土地を

利用目的によって区分し、建築物等についての

必要な制限を課すことによって、土地の合理的

利用を図るもの。具体的には、用途地域や特別

用途地区及び防火・準防火地域等の地域や地区

がそれぞれ指定されている。 

○地区計画 

都市計画法に基づき比較的小規模の地区を対

象に、建築物の建築形態、公共施設の配置など

からみて、一体としてそれぞれの区域の特性に

ふさわしい態様を備えた良好な環境の街区を

整備し、保全するため定められる計画。 

○伝統的建造物群保存地区 

文化財保護法及び都市計画法に基づいて、伝統

的建造物と一体となって価値ある歴史的な環

境を保存するため市町村が定める地区。川越市

では、平成11 年4月に一番街周辺地区約7.8ha

を都市計画決定した。 

○特別用途地区 

都市計画法に基づき、地方公共団体が用途地域

内において特別の目的から特定の用途の利便

の増進、環境の保護などを図るために、建築規

制の強化または緩和を地区の特性や課題に応

じて条例で定める地区で、地域地区の一種。 

 

○都市計画公園 

都市計画法に規定する計画決定を行い、都市計

画事業として整備される都市施設である公園

又は緑地。 

○土地区画整理事業 

一定の施行地区内の土地から受益者の原則に

従って公平に一定の土地の提供を受け、これに

よって得られた土地で道路・公園等の公共施設

を整備した上で残りの宅地について区画を適
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 正にし、形状・土質を改良する事業のこと。 

○都市施設 

円滑な都市活動を確保し良好な都市環境を保

持するための基礎となる施設の総称で、道路、

公園、下水道、処理施設等をいう。 

 

▼は行 

○パークアンドバスライド 

中心部に集中する車両交通量の緩和とバス利

用促進を目的に、都心の外周や都市周辺部の鉄

道駅等に駐車場を設置し、そこから都心部まで

バス利用とするシステム。 

○パークアンドライド 

都心の外周部や都市周辺部の鉄道駅等に駐車

場を設置して、そこから都心部まで公共交通を

利用するシステム。 

○ビオトープ 

野生生物が共存共生できる生態系をもった場

所や空間のこと。 

○風致地区 

都市計画法に基づく地域地区の一種で、都市の

風致を維持するために定められる。風致地区内

においては、建築物の建築、宅地の造成、木材

の伐採などの行為について都道府県条例によ

り、都市の風致を維持するために必要な規制が

課せられ、これらの行為をしようとする者は、 

あらかじめ知事の許可を受けなければならな

い。 

 

▼ま行 

○ミニデイサービス 

在宅の虚弱高齢者等に対し、自立生活の助長、

心身機能の維持向上を図ることを目的とした

通所による入浴、給食等のサービス。 

○モータリゼーション 

日常生活での自動車の一般化。車が社会に果た

す役割の概念をいう。 

 

▼ や行 

○ユニバーサルデザイン 

あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等

にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう

都市や生活環境をデザインする考え方。 

 

▼ら行 

○緑地協定 

都市緑地保全法に基づき、一団の土地の所有者

等の全員合意によって、市長の認可を受けて締

結される緑地の保全又は緑化に関する協定の

こと。 

○ロードサイド型（沿道型）商業施設 

幹線道路等の車利用が便利な道路沿道に立地

する商業施設のこと。 

○緑住住宅地 

郊外の自然が豊かな場所にあって、比較的敷地

規模が大きく、ゆとりとみどり豊かな戸建て住

宅を中心とした住宅地をいう。 
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■策定の経過 

◆ ◆ 策 定 の 経 過 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆  

 

本市では、都市計画マスタープランの策定にあたり、市民参加によるまちづくりを目指し、

市全体を１１地区に区分して各地区ごとに「まちづくり協議会」を組織しました。 

庁内においては、本マスタープランの内容が都市計画のみならず、多岐にわたることから

幅広い組織を作り、総合計画等他の既存計画との調整や市民組織の意見をふまえながら本計

画の策定を行いました。 
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 ■まちづくり協議会の活動内容 
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◆ ◆ 策 定 関 係 者 名 簿 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

 ■まちづくり協議会（平成 12 年 3 月現在） 
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■行政内部組織 
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■都市計画課事務局職員 
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◆ ◆ 改 定 の 経 過 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆  
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